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 ＜白砂青松＞と表現される、豊かで美しい自然環境に恵まれた越前海岸に立地されたテクノポート福井。その

周辺は、西に日本海、東には田園地帯・住宅地が広がり、内部には緑地帯・公園等も整備されており、良好な環

境が維持されています。その中にあって、当浄化センターは、テクノポート福井内の各工場等から出された汚水

を浄化することにより、公共用水域の水質を保全し、福井県の環境を大切に守り、未来に引き継いでいくための

大切な役割を担っています。 

 しかし、浄化センターではすべての排水をそのまま受け入れることができるわけではありません。工場または

事業場からの排水の水質を一定の基準に適合させなければ、下水道本来の機能が十分に発揮できないからです。

そのため、法や条例による水質規制が行われています。こうした規制の仕組み等を理解していただくために本冊

子をまとめましたので、ご一読いただき、福井県臨海下水道事業の推進にご協力をお願いいたします。 
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【 １ 下水道のはたらき 】 

 下水道の整備により、快適な環境が作られ、文化的な生活を営むことができます。 

 これら下水道のはたらきは、次のとおりです。 

（１）海の水質を保ちます 

工場や事業場（以下「事業場等」という）の汚水が速やかに処理場へ運ばれ、きれいな水に処理されて海

へ放流されるため、公共水域の水質汚濁防止に大切な役割を果たし、海域の水質が保たれます。 

（２）雨水の排除がスムーズになります 

下水道の整備に伴い側溝・排水路なども整備されるため、雨水がスムーズに排除されるようになります。 

 

 

＝下水道のしくみ＝ 

工場や事業場から排出された汚水は、汚水管やポンプ場を通って処理場に集められ、きれいな水に処理してか

ら日本海に放流されます。 

排 水 設 備       …………生活排水や事業場等排水を公共下水道に流入させるために、自己の敷地内に設けられ

ます。除害施設、排水管、量水器等、公共ますまでの設備をいいます。 

汚 水 管       …………汚水を集めて、速やかに処理場へ送る役割をします。 

ポ ン プ 場       …………汚水管は、通常、下水が自然に流れるよう布設されます。高低差がある場合には、汚

水を中継したり、くみ上げてからスムーズに流れるようにします。 

処 理 場       …………集められた汚水を物理的、化学的に安全できれいな水に処理してから日本海に放流し

ます。 （ﾃｸﾉﾎﾟｰﾄ福井浄化ｾﾝﾀｰ）          



- 2 - 

 

【 ２ 水をきれいにするしくみ 】 

汚水管を通って浄化センターへ流れてきた汚水は、沈砂池で土砂やゴミを取り除きます。次に、エアレーション

タンクで空気を吹き込みながら、微生物をたくさん含んだ活性汚泥とよく混合します。汚濁物は、活性汚泥中の微

生物の働きで、沈殿しやすい汚泥に変わります。その後、沈殿池で汚泥を沈殿させ処理水と汚泥を分離します。さ

らに、薬品を加え化学的に沈殿しやすい汚泥にして凝集沈殿池で沈殿させます。上澄水は、高速ろ過器で主に浮遊

物質を取り除き、活性炭吸着塔でＣＯＤを除去します。最後に塩素混和池で殺菌してから海へ放流します。沈殿し

た汚泥は、濃縮し、脱水機で固形化され処理されます。 

沈砂池
各企業より

P
P

P

着水井

日本海へ
放流

汚水調整池

第1pH調整池

エアレーションタンク

沈澱池
凝集沈澱池 高速ろ過器

ろ過処理水槽

活性炭吸着塔

第2pH調整池

塩素混和池

生物汚泥脱水機 凝沈汚泥脱水機

生物汚泥貯留槽

生物汚泥濃縮槽

凝沈汚泥貯留槽

凝沈汚泥濃縮槽

活性炭再生炉
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【 ３ 下水道を使用するときは 】 

１．下水道使用の義務（下水道法第１０条） 

汚水管が布設され、下水道が使用できる状態になると下水道処理区域として公示されます。公示された処理

区域内にある事業場等は、なるべく早く（遅滞なく）下水道を使用しなければなりません。 

２．下水道を使用するときは 

（１）汚水と雨水は分離して 

    下水は、汚水と雨水とに区分され、例示すると次のようになります。 

    ◎汚水  ①水洗便所からの排水 

         ②厨房、風呂場、洗面所、洗濯場からの排水 

         ③屋外洗場などからの排水（周囲から雨水の混入がないもの） 

         ④冷却水 

         ⑤プール排水 

         ⑥地下構造物からの湧水 

         ⑦事業場等の生産活動により生じた排水 

         ⑧その他雨水以外の排水 

    ◎雨水  ①雨水 

         ②地下水（地表に流れ出てくる湧水） 

         ③雪どけ水 

         ④その他の自然水 

テクノポート福井の下水を処理する方式は、汚水だけを処理する分流方式を採用しています。したがって、

下水道を使用するときは、汚水と雨水とを分離配管します。汚水は排水設備を設置して汚水管へ排除し、雨水

は側溝等（以下「公共用水域」という）へ排出しなければなりません。    

（２）排水の規制と届出（６，８頁参照） 

事業場等の排水については、汚水量や汚水水質に応じていろいろな規制があり、それに伴い届出も必要とな

ります。特定施設の設置、構造等の変更は、工事着工の６０日前となっていますので特に注意が必要です。 

（３）工事は資格者のいる工事店で（臨海下水道条例第５条） 

排水設備の新設、増設、変更及び撤去の工事をしようとするときは、あらかじめ下水道管理者にその内容を

申し込み、工事は政令で定める資格を有するものに施工させなければなりません。 

（４）使用料は認定汚水量、認定汚水水質で（１８頁参照） 

使用料は、福井県臨海下水道条例に基づき、認定汚水量および認定汚水水質により算定します。また、汚水量

や汚水水質により、使用料の算定方法が異なっています。 
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【 ４ 排水の及ぼす影響は 】 

 事業用等の排水には、生活排水とは異なり、有害な物質等を含む場合があり、下水道に悪影響を及ぼすことがあ

ります。 

 その影響を大別すると次のとおりです。 

（１）下水道施設を損傷し、その機能を低下させる。 

（２）微生物の働きを低下させ、時には処理不能にし、放流水質を悪くする。 

（３）重金属を含むものは、処理場で汚泥に蓄積され、その処理及び処分先が制限される。 

これらのことはすべて、下水道施設の維持管理を妨げ、処理費用の増大を招き、使用者に新たな負担をかけるこ

とにもなります。したがって、以上のことを十分認識して下水道を使用してください。 

有害な物質等が下水道に及ぼす影響を次頁に示します。 

 

 

 

＝用語の解説＝ 

 

ＢＯＤ＝生物化学的酸素要求量 

水中の有機物が、微生物の働きによって分解されるときに必要な酸素量のこと。この数値が大きいほど水

が汚れています。 

ＣＯＤ＝化学的酸素要求量 

水中の有機物が、酸化剤（過マンガン酸カリウム）で化学的に分解されるときに必要な酸素量のこと。こ

の数値が大きいほど水が汚れています。 

ＳＳ ＝浮遊物質量 

水に浮遊している数ミクロン（1ミクロンは1000分の1ミリメートル）以上の粒子がろ紙に捕捉された重量

のこと。 

ｐＨ ＝水素イオン濃度 

水の性質または状態。ｐＨ＝７は中性、ｐＨ＜７は酸性、ｐＨ＞７はアルカリ性。 

ノルマルヘキサン抽出物質 

油分のことで、鉱油類と動植物油脂類とに分けられ、下水管のつまり、悪臭、爆発などの原因になりま

す。 

フェノール類 

フェノール（石炭酸）、各種のフェノール化合物の総称で、消毒用薬剤、クレゾールなどの主成分。悪臭の

原因になる。 
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水質項目が下水道に及ぼす影響は 

 

項  目 下 水 道 に 及 ぼ す 影 響 

カドミウム・アルキル水銀・六価クロム 

総水銀・鉛・亜鉛・銅・クロム・ヒ素 

有機リン・ＰＣＢ・フッ素・ホウ素 

スズ・ニッケル・アンモニア性窒素 

硝酸性窒素・亜硝酸性窒素 

１．処理場で処理できない物質である。 

２．活性汚泥に対して毒として作用するので、下水処理を阻害しある

いは停止する。 

３．下水汚泥に蓄積するので、汚泥の処理処分を困難にする。 

シアン １．猛毒青酸ガスを発生する危険性がある。 

２．上記での重金属等と同様に下水処理を阻害しあるいは停止する。 

フェノール類 １．悪臭の原因となる。 

２．シアン等と同様に下水処理を阻害しあるいは停止する。 

鉄・マンガン １．他の金属のような毒性はないが、多量になると散気板の目詰まり

などの障害を及ぼす。 

水素イオン濃度 

  （ｐＨ） 

１．他の排水との混合によって有毒ガス、悪臭ガスを発生させる。 

２．酸性排水は、金属・コンクリートを腐蝕する。 

生物化学的酸素要求量 

  （ＢＯＤ） 

化学的酸素要求量 

  （ＣＯＤ） 

１．管渠内での悪臭や有毒ガスを発生させる。 

２．処理能力に限界があり、過負荷になると放流水を悪化させる。 

浮遊物質量 

  （ＳＳ） 

１．管渠に堆積して管清掃の負担を大きくし又は悪臭の原因となる。 

２．処理場において発生する汚泥量に直接影響し、汚泥の除去能力を

超えれば放流水を悪化させる。 

ノルマルヘキサン抽出物質 

  （油分） 

１．揮発性の鉱油類は、火災・爆発の危険性がある。 

２．粘性の大きい鉱油類及び動植物油脂類は管渠に付着し閉塞させ 

る。 

３．活性汚泥に付着して酸素の供給を阻害し放流水を悪化させる。 

ヨウ素消費量 １．管渠内を酸欠状態にする危険性がある。 

２．猛毒硫化水素を発生させ管渠を腐蝕させる。 

３．多量になれば処理場の曝気能力にも影響する。 

温度 １．高温排水は、金属・コンクリートの腐蝕を促進させる。 

２．他の排水との混合によって種々のガスを発生させ、悪臭の原因と

なる。 

トリクロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

1.1.1.-トリクロロエタン 

１．悪臭の原因となる。 

２．下水処理を阻害する。 

３．処理場で処理できない物質である。 
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【 ５ 下水道への排除基準 】 

 「排水の及ぼす影響は」（４頁）で述べたように様々な障害を未然に防ぐために定められたのが排除基準です。 

 排除基準には、直罰基準と除害施設設置基準とがあります。 

・直罰基準 

特定事業場から排除される汚水の水質が右表     内の排除基準を超えたとき、直ちに罰則（下水道

法第４６条）が適用されます。これを直罰と呼んでおり、罰則は６ヶ月以下の懲役又は５０万円以下の罰金と

なります。ただし、過失の場合、４６条第二項が適用され罰則は３ヶ月以下の禁錮又は２０万円以下の罰金と

なります。 

・除害施設設置基準 

事業場等から排除される汚水の水質が、右表     内の排除基準（下水道法）を超えるとき、又は、

右表     内の排除基準（協定）を超えるときは、除害施設を設置する必要があります。 

 

 

【 ６ 除害施設とは 】 

除害施設とは 

 事業場等からの排水の水質を、法・条例及び協定で定める基準に適合させるために、排水を処理する施設のこと

をいいます。処理場本来の機能を発揮させ、安定して水をきれいに処理するために必要な施設といえます。 

 処理場の主役は生きた微生物です。排水の水質には十分注意してください。 

 

除害施設の種類は 

除 害 施 設 の 種 類          処 理 項 目 主 な 業 種 

ｐ Ｈ 調 整 装 置           酸,アルカリ 化学、染色、メッキ、表面処理 

凝 集 沈 殿 装 置           SS,BOD,COD,重金属類 化学、製紙、食品加工、繊維加工、製版 

油 水 分 離 槽           油分(n-He) 化学、整備工場、ガソリンスタンド、飲食店 

活性汚泥処理装置           BOD,COD 化学、製紙、食品加工、飲食店 

加圧浮上処理装置           油分(n-He) 化学、製紙、染色、整毛、塗装 

ス ク リ ー ン           SS 食品製造 

活 性 炭 吸 着 装 置           COD,フェノール類 化学 

数種類の除害施設を設置しなければならない場合もあります。 

 

 

【 ７ 特定施設と特定事業場とは 】 

特定施設とは 

 人の健康及び生活環境に被害を生ずる恐れのある物質を含む汚水を排出する施設として、水質汚濁防止法で定め

られた施設をいいます。（水質汚濁防止法施行令 別表第一参照） 

特定事業場とは 

 特定施設を設置する事業場等のことをいい、特定施設を設置する者を特定施設の設置者といいます。特定事業場

は事務手続きや種々の規制、罰則などが、かなり厳しい内容となっています。 
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下 水 道 法 等 に 基 づ く 基 準                      

対 象 者 

 

物質または項目 

特 定 事 業 場          

特定事業場以外 平均的排水量が 

５０ｍ３/日以上 

 平均的排水量が 

 ５０ｍ３/日未満 

条
例
で
定
め
る
基
準 

生 

活 

環 

境 

項 

目 

等 

温度     ４５℃未満     ４５℃未満     ４５℃未満   

よう素消費量   ２２０  未満   ２２０  未満   ２２０  未満   

水素イオン濃度（ｐＨ） ５を超え９未満 ５を超え９未満 ５を超え９未満   

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）   ６００  未満   ６００  未満   ６００  未満   

浮遊物質量（ＳＳ）   ６００  未満   ６００  未満   ６００  未満   

ノルマルヘキサン抽出物質含有量鉱油類含有量    ５    ５    ５    

ノルマルヘキサン抽出物質含有量動植物油脂類含有量   ３０   ３０   ３０      

政 
 

令 
 

で 
 

定 
 

め 
 

る 
 

基 
 

準 

フェノール類       ５       ５       ５         

銅及びその化合物       ３       ３       ３         

亜鉛及びその化合物       ２       ２       ２         

鉄及びその化合物(溶解性)     １０     １０     １０         

マンガン及びその化合物(溶解性)     １０     １０     １０         

クロム及びその化合物       ２       ２       ２         

有 
 

害 
 

物 
 

質 

ダイオキシン類     １０pg/㍑     １０pg/㍑     １０pg/㍑ 

カドミウム及びその化合物       ０．０３       ０．０３       ０．０３     

シアン化合物       １       １       １         

有機燐化合物       １       １       １         

鉛及びその化合物       ０．１       ０．１       ０．１     

六価クロム化合物       ０．５       ０．５       ０．５     

砒素及びその化合物       ０．１       ０．１       ０．１     

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物       ０．００５       ０．００５       ０．００５ 

アルキル水銀化合物 検出されないこと 検出されないこと 検出されないこと 

ポリ塩化ビフェニル       ０．００３       ０．００３       ０．００３ 

トリクロロエチレン       ０．１       ０．１       ０．１     

テトラクロロエチレン       ０．１       ０．１       ０．１     

ジクロロメタン       ０．２       ０．２       ０．２     

四塩化炭素       ０．０２       ０．０２       ０．０２   

1,2－ジクロロエタン       ０．０４       ０．０４       ０．０４   

1,1－ジクロロエチレン       １       １       １     

シス－1,2－ジクロロエチレン       ０．４       ０．４       ０．４     

1,1,1－トリクロロエタン       ３       ３       ３         

1,1,2－トリクロロエタン       ０．０６       ０．０６       ０．０６   

1,3－ジクロロプロペン       ０．０２       ０．０２       ０．０２   

テトラメチルチウラムジスルフィド(チウラム)       ０．０６       ０．０６       ０．０６   

2－クロロ－4,6ビス－s－トリアジン(シマジン)       ０．０３       ０．０３       ０．０３   

S－4－クロロベンジル＝N,N－ジエチルチオカルバマート(チオベンカルブ)       ０．２       ０．２       ０．２     

ベンゼン       ０．１       ０．１       ０．１     

セレン及びその化合物       ０．１       ０．１       ０．１     

ほう素及びその化合物 ２３０ ２３０ ２３０ 

ふっ素及びその化合物     １５     １５     １５         

1,4－ジオキサン      ０．５      ０．５      ０．５     

協 定 で 

定 め る 

基 準  

化学的酸素要求量（ＣＯＤ）   ６００  未満   ６００ 未満   ６００ 未満   

すず     １０     １０     １０         

ニッケル       ５       ５       ５         

アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素 原則１２５  未満 原則１２５  未満 原則１２５  未満 

１．単位は、pHおよびダイオキシン類を除きすべてmg/㍑です。基準濃度は記載なき項目はすべて「以下」です。なお、ダイオキシン類については、ダイオ

キシン類対策特別措置法特定施設を設置する場合のみ適用になります。また、アンモニア性窒素・亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素については、暫定値が認

められている業種については、別途定めることとします。 

  濃度の値は、最大値を示します。（S46.7.31付け「水質汚濁防止法の施行について（環境事務次官通達）」四－（１）－ウ項による。） 

２．       内は直罰適用の排除制限にかかる排除基準です。（直罰基準） 

３．    内は下水道法に基づく除害施設の設置等の義務付けにかかる基準です。 

４．    内は協定で定める除害施設の設置等の義務付けにかかる基準です。 

５．平均的排水量（日量）の算定は、S46.9.20付「水質汚濁防止法の施行について（環境事務次官通達）」Ⅰ－２項によります。 
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【 ８ 下水の届出のしくみ 】 
 事業場等が下水道を使用する場合、次のような届出が必要になります。 

    提出先：テクノポート福井浄化センター  部数：２部 

１．使用開始等の届出 

届出を要する場合 届出の種類 届出の期限 届出の内容 

(1)日最大排水量が50ｍ３以上の場合 

      （下水道法第11条の2第1項） 

公共下水道使用開始(変更)届 

(様式第4,省令第6条関係) 

 あらかじめ 

・汚水の量 

・汚水の水質 

・使用開始(変更)

の時期 

(2)排水水質(注)が排除基準に適合して

いない場合 

      （下水道法第11条の2第1項） 

(3)(1),(2)の届出の内容を変更する場合 

        (下水道法第11条の2第1項) 

(4)(1),(2)に該当しない特定施設の設置

者が公共下水道を使用する場合 

     (下水道法第11条の2第2項) 

公共下水道使用開始届 

(様式第5,省令第6条関係) 
・使用開始の時期 

(1)処理区域内において工場または、事

業場を設置し公共下水道を使用する

場合 

   (臨海下水道条例第10条第1項） 

 

汚水量等届出書 

(様式第5号,規程第7条関係) 
 使用開始の  

６０日以前 

・汚水量等 

・使用開始の時期 

(2)(1)の届出の内容を変更する場合 

   (臨海下水道条例第10条第2項) 

汚水量等変更届出書 

(様式第6号,規程第7条関係)  あらかじめ 
・汚水量等 

・変更予定時期 

氏名変更等届出書 

(条例第10条第2項関係) 
変更した日か

ら３０日以内 

・氏名の変更 

・名称の変更 

(3)排水設備の新設等を行おうとする場

合 

      (臨海下水道条例第4条) 

排水設備新設(増設･改築)計画確

認申請書 

(様式第1号,規程第5条関係) 

 あらかじめ 

・設置計画 

(構造,設置場所, 

着工の時期等)・汚

水の排除方法 

(4)(3)の届出の内容を変更する場合 

      (臨海下水道条例第4条) 

排水設備新設(増設･改築)計画変

更確認申請書 

(様式第2号,規程第5条関係) 

(5)排水設備の新設等の工事が完了  し

た場合 

   (臨海下水道条例第6条第1項) 

排水設備工事完了届出書 

(様式第3号,規程第6条関係) 完了した日 

から５日以内 
・工事完了の時期 

(6)公共下水道の使用を開始し、または

廃止した場合 

     (臨海下水道条例第12条) 

下水道使用開始(廃止)届出書 

(様式第8号,規程第9条関係)  遅滞なく 
・使用開始(廃止) 

  の時期 

(7)公共下水道の排水施設にその他の物

件を設ける場合 

     (臨海下水道条例第17条) 

下水道物件設置許可申請書 

(様式第11号,規程第15条関係) 

あらかじめ 

・物件の種類 

・設置場所 

・位置 

・平面図 

・位置及び構造を

表示した図面 

(8)(7)の届出の内容を変更する場合 

          (臨海下水道条例第17条) 

下水道物件設置許可事項変更許

可申請書 

(様式第12号,規程第15条関係) 

※     内は、下水道法に基づく届出です。 

      内は、福井県臨海下水道条例に基づく届出です。 

（注）排水水質とは、処理する前の水質のことをいいます。 
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２．特定施設の設置等の届出  

 特定施設の設置者は、公共下水道使用開始届の他に下記の届出が必要です。  

届出を要する場合 届出の種類 届出の期限 届出の内容 

(1)特定施設を設置する場合 

   (下水道法第12条の3第1項) 特定施設設置届出書 

(様式第6, 

  省令第8条関係) 

設置工事の 

 ６０日以前 

①氏名または名称及び住所

並びに法人にあってはそ

の代表者氏名 

②工場または事業場の名称

及び所在地 

③特定施設の種類 

④特定施設の構造 

⑤特定施設の使用の方法 

⑥特定施設から排出される

汚水の処理方法 

⑦公共下水道に排除される

下水の量及び水質、用水

及び排水の系統 

(2)届出者が特定施設の構造等届出

内容④～⑦を変更しようとする

場合 

      (下水道法第12条の4) 

特定施設の構造等変更

届出書 

(様式第8, 

  省令第10条関係) 

変更工事の 

 ６０日以前 

(3)公共下水道を使用しているも

ので、既設の施設が新たに特定

施設に指定された場合 

   (下水道法第12条の3第2項) 特定施設使用届出書 

(様式第7, 

  省令第９条関係) 

特定施設になっ

た日から 

 ３０日以内 

(4)特定施設を設置している事業場

等が新たに公共下水道を使用す

る場合 

   (下水道法第12条の3第3項) 

使用を開始した

日から 

 ３０日以内 

(5)届出者が、氏名等届出内容①～

②を変更しようとする場合 

     (下水道法第12条の7) 

氏名変更等届出書 

(様式第10, 

   省令12条関係) 

変更した日から

 ３０日以内 

上欄①～②の内容等 

(6)特定施設の使用を廃止した場合 

   （下水道法第12条の7) 

特定施設使用廃止届出

書 

(様式第11, 

  省令第12条関係) 

廃止した日から

 ３０日以内 

廃止しようとする特定施設 

(7)届出をした特定施設を譲り受け

または借り受けたとき 

     (下水道法第12条の8) 

承継届出書 

(様式第12, 

  省令第13条関係) 

承継した日から

 ３０日以内 

承継の理由等 

(譲り受け、借用、相続、

合併、etc) 

※  (1),(2)については、届出が受理された日から６０日後でなければ設置又は構造等の

変更工事をしてはならないことになっています。（下水道法第１２条の６第１項）  

  届出の内容によっては、計画の変更又は廃止を命じることがあります。  

（下水道法第１２条の５）  
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３．届出から工事完了までの手順  

 審査を受ける必要のある「特定施設設置届」又は「特定施設の構造等変更届」について

の届出から検査までの全手順は次のようになります。  

 

        事業場等の届出者                           テクノポート福井浄化センター  

 

 

  

 

 

 

 

届  出  書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆工事着工を急がれると

きにはその旨を申請し

てください。  

（実施制限期間短縮申請書の提出）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事着工  

↓  

工事完了  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受    付  

↓  

書類形式の審査  

☆必要な書類が整ってい

るか、記入漏れがない

か  

などを点検します。    

      

↓  

受  理  書  

↓  

技術的な審査  

 

☆排除基準に照らして、

届出内容が適当かどう

か、技術的に審査しま

す。  

 

☆良好な水質が得られな

いと判断される場合に

は、「計画変更命令」

などを行うことになり

ます。  

  

受理日より６０日間  

（ 工 事 の 実 施 が 制 限

される期間）  
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４．認定日（臨海下水道条例第１３条第２項）  

  認定汚水量または認定汚水水質を変更する場合の認定は次のとおりです。  

 

  

  

１日                               １５日  １６日                           末日  

  

この間に汚水量、汚水水質の変更届出

書を提出された場合  

（認定日が使用月の１５日以前の場合）  

↓  

変更後の認定汚水量、認定汚水水質で

、この月の使用料を請求します。  

この間に汚水量、汚水水質の変更届出

書を提出された場合  

（認定日が使用月の１６日以後の場合）  

↓  

この月は、変更前の認定汚水量、認定

汚水水質で、使用料を請求します。変更

後の認定汚水量、認定汚水水質は、翌月

から反映します。  
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【
規
程
第
1
4
条
関
係
】

［
認
定
汚
水
量
確
認
通
知
書
］

確
認
の
通
知

【
条
例
第
1
6
条
】

［
汚
水
量
等
の
確
認
］

【
条
例
第
1
5
条
】

変
更

下
水
道
物
件
設
置
許
可
事
項
変
更
許
可
申
請
書

（
あ
ら
か
じ
め
）

【
規
程
第
1
5
条
関
係
】

［
承
認
］

※
　
除
害
施
設
の
設
置
お
よ
び
設
備
等
の
変
更
を
す
る
場
合
は
、
排
水
設
備
新
設
等
の
申
請
書
で
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。
量
水
器
の
場
合
も
同
様
で
す
。

（
完
了
か
ら
5
日
以
内
）

氏
名
変
更
等
届
出
書

（
変
更
し
た
日
か
ら
3
0
日
以
内
）
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【  ９  立入検査  】  

 下水道の機能や構造を保全し、浄化センターからの放流水の水質を適正に保つために必

要な限度において排水設備等の検査ができることになっています。（下水道法第１３条）  

 このため、浄化センターの職員が立入検査をしますので、ご協力をお願いします。  

 

【  １０  改善命令等  】  

（１）計画変更命令（下水道法第１２条の５）  

特定施設の設置届出や構造等の変更届出が提出されたときは、その計画に対する

審査を行い、内容が不適当と思われるときは届出を受理した日から６０日以内に計

画の変更又は廃止を命ずることがあります。したがって、届出をした者はその期間

中（６０日以内）は工事ができません。  

ただし、実施制限期間短縮申請書の提出によりその期間を短縮することができま

す。  

 

（２）事故時の措置命令（下水道法第１２条の９）  

特定事業場から、人の健康等に被害を生ずる恐れのある物質を含む下水が公共下

水道に流入する事故が発生し、適切な処置が取られていない場合には、当該下水の

排出を防止するための応急の措置を命ずることがあります。  

 

（３）改善命令等（下水道法第３７条の２）  

特定事業場から公共下水道へ排除されている汚水の水質が、特定施設の状況、汚

水の処理方法からみて排除基準が守れない恐れがある場合は、期限を定めて具体的

に改善を命じたり、特定施設の使用もしくは公共下水道への下水の排除停止を命ず

ることがあります。  

 

（４）監督処分（下水道法第３８条）  

下水道法に基づく命令等に違反している場合は、許可もしくは承認を取り消した

り、工事の中止又はその他の必要な措置を命ずることがあります。  

 

（５）罰則（１７頁参照）  

特定事業場から公共下水道へ排除されている下水の水質が公共下水道への排除基

準（７頁参照）に違反したときは、直ちに罰則（直罰）が適用されることになって

います。  
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【  １１  水質測定の義務  】  

 事業場等は、汚水の水質を測定し、その記録を保存しておかなければなりません。ただ

し、上水のみを使用し、生活排水だけを排出する事業場については、この限りではありま

せん。  

 （１）測定項目および測定回数  

その事業場等に設置されている除害施設などでの除害対象項目及び作業工程にお

いて使用する原材料、薬品の種類、量、使用方法を考慮して、それぞれ下表に定め

る期間につき１回以上測定を行ってください。  

認定汚水量  

項目  
3,000m３/日以上 

1,000m３/日以上 

3,000m３/日未満 

300m３/日以上 

1,000m３/日未満 
300m３/日未満 

温度  １日  １日  １日  １日  

水素イオン濃度  １日  １日  １日  １日  

生物化学的酸素要求量  ７日  10日  15日  30日  

浮遊物質量  ７日  10日  15日  30日  

ダイオキシン類  １年  １年  １年  １年  

その他の項目  ７日  10日  15日  30日  

化学的酸素要求量  別途協定書による  

スズ  別途協定書による  

ニッケル  別途協定書による  

アンモニア性窒素、亜硝

酸性窒素、硝酸性窒素含

有量  

別途協定書による  

 （２）測定機関  

自社測定あるいは計量証明のできる測定機関で「下水の水質の検定方法に関する

省令」及び「日本産業規格Ｋ０１０２」に基づいて測定を行ってください。  

 （３）水質測定結果の記録  

水質測定結果は、水質測定記録表を作成し、５年間保存してください。  
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【  １２  事業者の責務  】  

（１）除害施設の維持管理  

    除害施設の管理責任者を定め、管理体制をつくって、適正な維持管理に努めてく

ださい。  

（２）廃棄物の処理  

事業活動によって生ずるすべての廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」によって規制され、事業者が自ら処理しなければなりません。しかし、事業者

自身で処理できない場合は、産業廃棄物処理業者へ委託することが認められていま

す。  

①  産業廃棄物の処理を委託する場合  

・処理業者の許可内容を確認する。  

・契約書を取り交わす。  

・帳簿による廃棄物の適切な把握。  

②  産業廃棄物の取り扱いの方法  

 ・保管施設に入れ、飛散、流出、悪臭を防止  

 ・保管施設にネズミ、ハエなど発生させない。  

 ・運搬のときも飛散、流出、悪臭を防止  

「排出者責任の原則」をよく認識し、産業廃棄物の適正な処理に努めてください。  

（３）事故時の措置  

特定事業場から、人の健康に係る被害又は生活環境に係る被害を生ずる恐れがあ

る物質等が排出され、公共下水道に流入する事故が発生したときは、当該下水の排

出を防止するための応急の措置を講ずると共に、速やかにその事故の状況および講

じた措置の概要を届け出てください。  

 

【  １３  報告書の提出  】  

 浄化センター（下水道管理者）は、下水道を適正に管理するために事業場等からその状

況、除害施設または排除する汚水の水質に関し必要な報告を求めることができることにな

っています。  

水質測定結果、除害施設の運転日誌、産業廃棄物記録簿はいつでも報告の求めに応じら

れるよう整備保管しておいてください。  
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【  １４  主な罰則  】  

 

違 反 の 内 容            罰   則  罰 則 条 項          

公共下水道使用開始届、特定施設

使用届について  

無届又は虚偽の届出をした者  

・２０万円以下の罰金  下水道法第４９条  

下水の排除基準に違反した者又は

事故時の  

措置命令に違反した者  

・６ヶ月以下の懲役又は５０

万円以下の罰金  

・過失による場合は３ヶ月以

下の禁錮又は  

２０万円以下の罰金  

 

下水道法第４６条  

 

下水道法第４６条  

第二項  

施設の改善命令等又は違法行為の

中止命令等に  

違反した者  

・１年以下の懲役又は１００

万円以下の罰金  
下水道法第４５条  

特定施設の設置、構造等の変更に

ついて無届又は  

虚偽の届をした者  

・３ヶ月以下の懲役又は２０

万円以下の罰金  

下水道法第４７条  

の２  

特定事業場が新たに処理区域にな

った場合の届出  

をしない者  

・２０万円以下の罰金  下水道法第４９条  
水質の測定や記録をせず、又は虚

偽の記録をした者  

排水設備、特定施設、除害施設、

その他の物件の  

立入検査を拒み、妨げ又は、忌避

した者  

代表者の氏名の変更等や、特定施

設の承継について  

無届又は虚偽の届をした者  

・１０万円以下の罰金  下水道法第５１条  

排水設備の新設等の申請、確認を

受けずに工事を実施した場合  

・５万円以下の罰金  
臨海下水道条例  

第２１条  排水設備工事完了届、汚水量等届

出及び下水道使用開始（廃止）届

について無届又は虚偽の届をした

者  

※      内は、下水道法に基づく主な罰則です。  

      内は、福井臨海下水道条例に基づく主な罰則です。  
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【  １５  使用料の仕組み  】   

 事業場等から汚水量等の届出をしていただき、認定汚水量・認定汚水水質を決定しま

す。それを基に料金を算定します。  

 

１．基本料金の算定  

  汚水の濃度に応じランク分けし、そのランクに応じた料金で１ヶ月ごとに請求しま

す。  

基本料金＝基本料率×認定汚水量×使用月の日数  

       汚水濃度        基本料率  

０  ～  １８０    １ m３あたり１１８円  

１８１  ～  ３６０    １ m３あたり１７１円  

３６１  ～  ５４０    １ m３あたり２２５円  

５４１  ～  ７２０    １ m３あたり２７９円  

７２１  ～  ８４０    １ m３あたり３１５円  

    汚水濃度は、次の算式によります。  

Ｆ＝Ｂ又はＣのいずれか大きい値＋０．４×Ｓ  

  Ｆ＝汚水濃度  

  Ｂ＝認定汚水水質における生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） mg/㍑  

  Ｃ＝認定汚水水質における化学的酸素要求量   （ＣＯＤ） mg/㍑  

 Ｓ＝認定汚水水質における浮遊物質量      （ＳＳ）  mg/㍑  

 

２．加算料金の算定  

 認定汚水量、認定汚水水質を超過したときの加算料金で、１ヶ月ごとに請求します。  

（１）１日の汚水量が認定汚水量を超過したとき  

    汚水量加算料金＝基本料率×使用月の超過汚水量の合計×２ 

（２）認定汚水水質の濃度を超過したとき  

    汚水水質加算料金＝汚水水質加算料率×（認定汚水量×使用月の日数＋超過汚水量の合計） 

   汚水水質加算料率     

    １ランク超過     １ m３あたり１０８円  

    ２ランク超過     １ m３あたり２１６円  

    ３ランク超過     １ m３あたり３２４円  

    ４ランク超過     １ m３あたり４３２円  

 

３．１ヶ月の下水道使用料金の算定  

     （基本料金＋汚水量加算料金＋汚水水質加算料金）×１．１  

 使用開始又は廃止が月の途中である場合は、「使用月日数」は使用開始の場合は、開始の日から当該月

の末日までの日数、使用廃止の場合は当該月の初日から廃止の日までの日数となります。 

※ １ 認定汚水量、認定汚水水質………汚水量等の内容を審査して、下水道に排除される１日当たりの

汚水の量及び汚水の水質を認定したものです。 

  ２ １日当たりの汚水量は、その量を一定時間（例：操業時間８時間）で排出してもかまいません。
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｛  例  ｝  

  汚水量等届出の内容  

汚 水 量    ………１００ m３/日  

汚水水質………ＢＯＤ  ２００ mg/㍑  

ＣＯＤ   ２５０ mg/㍑  

ＳＳ     １５０ mg/㍑  

 

 

 Ｆ＝２５０＋０．４×１５０＝３１０  

  認定汚水量100m３/日、認定汚水濃度310、汚水量月300m３超過、汚水水質1ランク超過、使用月30日 

 

 基 本 料 金                 171円 /m３×100m３/日×30日＝  513,000円  

 汚 水 量 加 算 料 金                    171円 /m３×300m３×2＝  102,600円  

 汚水水質加算料金    108円 /m３×（ 100m３/日×30日＋ 300m３）＝   356,400円  

  １ヶ月の下水道使用量             （ 513,000＋ 102,600＋ 356,400）×1.1＝ 1,069,200円  

 

４．汚水量、汚水水質の確認等  

（１）汚水量の検針  

   原則として各事業場の設置した量水器で検針します。  

   ただし、認定汚水量が２００ m３/日以下については、下水道管理者が認めた場合に

限り上水メーターや工水メーターで代用できます。  

  （ア）上水メーターによる場合  

     福井市・坂井市の検針した上水道使用量のデータにより汚水量を認定します。  

  （イ）工水メーターによる場合  

     福井臨海工業用水道管理事務所の工業用水基本使用量を認定汚水量とします。  

     超過汚水量は、前者が検針した超過使用量のデータにより確認します。  

  （ウ）量水器による場合  

     定期的にテクノポート福井浄化センターの職員が検針を行います。  

（２）汚水水質の確認  

   公共ますへ排除される汚水を定期的にテクノポート福井浄化センターの職員が事業

場等側の立ち会いのもと採取し汚水水質を測定します。  

   なお、水質測定については、別に定めるマニュアルによるものとします。
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【  １６  排水系統と公共ます  】  

 事業場等からの排水の種類には、特定施設等からの工程排水と、便所、台所、浴室等の

生活排水に大別されます。これらの排水は、事業場等が管理する汚水ますを経由し、企業

局が管理する公共ますに接続してください。量水器及び試料採取口（汚水計量等ます）は

両ますの間に設置してください。ただし、生活排水だけの場合は、汚水計量等ますは必要

ありません。  

 また、施工上の問題や維持管理上を考慮して公共ますに接続する排水管の内径は下表と

し、排水管の勾配は、やむを得ない場合を除き 1/100以上としてください。  

認定汚水量（１日につき立方メートル）  排水管の内径 (ﾐﾘﾒｰﾄﾙ) 

1,000未満  １５０以上  

1,000以上 2,000未満  ２００以上  

2,000以上 4,000未満  ２５０以上  

4,000以上 6,000未満  ３００以上  

6,000以上  管理者が別に定める内径  

 

排水系統例図  

量水器及び試料採取口設置例標準横断図  

公道
汚水用マンホール

汚水管本管

敷地境界線

公共ます 汚水計量等ます 汚水ます

量水器

企業局施工範囲 事業場等施工範囲

責任分界点

敷地境界線

公道

公共ます

汚水計量等ます

汚水ます

除害施設

＜ ＞ 工程排水 

＜ ＞ 生活排水 

衛生器具

事務室

工場・研究室等

マンホール

汚水管
本管

下水道管理者施工範囲  
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【  １７  量水器について  】  

  量水器の仕様  

   原則として各事業場等は下記の仕様にあった量水器を設置してください。  

 

  (1)流量計  

   ・開渠、暗渠  

    パーシャルフリューム、パーマーボーラスフリューム、せき式、潜水電磁流量計  

   ・管路  

    ベンチュリー管、電磁流量計  

     注）流量計の設置条件（水質、管路状況、流速等）を検討し、機種選択を行ってください。 

 

  (2)指示計  

    時間最大汚水量（ m３/ｈ）が指示できるもの。ただし、 (3)・ (4)の装置に指示で

きる場合は省略できます。  

 

  (3)積算計  

    総汚水量及び超過汚水量を積算できるもの。  

 

  (4)記録計（印字）  

    正時毎、１日毎、１ヶ月毎の総汚水量、超過汚水量の積算の値を連続印字できる

もの。  

 

  (5)総合精度  

    計器誤差は、±３％以内であるもの。  

 

  (6)その他  

・計器類は、耐震、耐ガス、耐塵構造とし、自立型キュービクル内に納めてくださ

い。  

・計器類は、停電の場合においても３時間以上の動作ができるように無停電装置を

設けてください。  

・自立型キュービクル内にＤＣ４～２０ｍＡの信号取り出し端子を設けてくださ

い。  

・自立型キュービクル内にＡＣ１００Ｖ、１５Ａコンセントを設けてください。  
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